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外国人の子供の就学状況の把握・就学促進に関する取組事例 
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世田谷区教育委員会 
 
 
 

取組内容 

 
相談室による支援について 

①転入・転居届の受付時の対応 

②帰国・外国人教育相談室の対応 
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①転入・転居届の受付時の対応 

■概要 

転入・転居届の受付時に、就学先を確認し、区立校を希望している場合は申請方法をご案

内する対応 

 

■実施のきっかけ 

「外国人の子供の就学の促進及び就学状況の把握等について」（平成３１年３月１５日付

文部科学省通知）や「外国人の子供の就学促進及び就学状況の把握等に関する指針」（令

和２年７月１日付文部科学省）等を受け、検討・実施。 

 

 

■取組詳細 

転入・転居者に学齢児がいる場合、住民登録の窓口で、就学状況を確認するシート（英

語・中国語・ハングルの翻訳つき）の記入を依頼。 

 

区立学校への就学希望者には、帰国・外国人教育相談室の案内冊子（英語・中国語・ハン

グルの翻訳つき）（利用対象者、実施内容等について記載）を配布。 

 

 

【主担当】 

各総合支所のくみん窓口及び出張所の住民登録の窓口担当者 

 

【広報】 

就学の案内は世田谷区ホームページにて、多言語で案内している。 

 

 

 

■成果・今後の方針 

【成果】 

外国人児童・生徒の就学状況の把握が進んだこと。 

転入・転居者以外の就学状況不明者について、引き続き調査や訪問を実施して就学状況

の把握を進める。 
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【課題】 

予算確保、窓口所管課への周知等 

 

 

②帰国・外国人教育相談室の対応 

■概要 

帰国・外国人教育相談室において、区立校を希望しているが日本語があまり話せない児

童・生徒へ授業を受けることや進路を考えるにあたっての相談・支援等の対応 

 

■実施のきっかけ 

世田谷区は、昭和５８年から文部省の帰国子女教育受入推進地域の指定を受け、平成１

３年からしばらく「国際化推進地域」にも指定されていた。 

その後、平成１５年にかつて受入推進地域だったころのセンター校の一つ、梅丘中学校

の一角に区教育委員会の組織として「帰国・外国人教育相談室」を開設。 

区内全域からの帰国児童・生徒や外国人児童・生徒の受け入れを主導。 

また、区内には４校の指導支援校があり、各校の担当の教員は相談室の補習教室等に講

師として加わり、指導を支援。 

 

 

■取組詳細 

①の取り組みや、帰国・外国人教育相談室の案内冊子（英語・中国語・ハングル翻訳つ

き）を住民登録窓口および「せたがや国際交流センター」等の窓口で配布することによ

り、広く帰国・外国人教育相談室について周知し、本事業への認知を向上させている。 

また、世田谷区ホームページにて 13 言語による就学案内を掲載。 

 

【主担当】 

帰国・外国人教育相談室においては教育相談員 

補習教室では指導支援校の教員も指導に加わる 

 

【広報】 

案内冊子配布の他、区のホームページ及び帰国外国人教育相談室がある 

梅丘中学校のホームページにも案内を記載 
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■成果・今後の方針 

【成果】 

外国人の就学や在籍校での学習のフォロー、進路相談等について細やかな対応ができる

ようになったこと。引き続き、指導が必要な児童・生徒への支援を行う方針。 

 

【課題】 

帰国・外国人教育相談室につながっていない、潜在的な指導が必要な児童・生徒及びその

保護者に当該事業について知ってもらい、支援につなげる必要がある。 
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■参考(就学状況確認シート 転入者用/英語版・転居者用/英語版)  
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相模原市教育委員会 
 
 
 

取組内容 

 
アンケート・訪問調査の実施 
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■概要 

市立小中学校に就学していない外国籍の学齢児童生徒を対象に、就学状況を尋ねるアン

ケート調査票を送付した。 

その後、アンケート調査に回答のなかった児童生徒について、出入国在留管理局へ出入

国記録の照会及び家庭訪問を実施した。 

 

調査の結果、相模原市に居住しているものの不就学の状態にあった者は１名であり、こ

の児童については市立小学校への就学へつなげることができた。 

 

 

■実施のきっかけ 

令和２年７月１日に文部科学省が策定した「外国人の子供の就学促進及び就学状況の把

握等に関する指針」に基づき、外国籍の学齢児童生徒の就学状況を把握する方法を検討

し、令和３年度に調査を開始した。 

 

 

 

■取組詳細 

①アンケート調査 

アンケート調査票や就学案内は、外国語版（英語、中国語、韓国語、タガログ語、タイ語、

ベトナム語、カンボジア語、スペイン語、ポルトガル語）を作成し、ルビ付きの日本語版

とあわせて母語と思われる言語のものを送付している。 

 

令和 3 年度は小学校 1 年～中学校 3 年相当にあたる児童生徒 55 名にアンケート調査票

を送付した。アンケート調査票には、対象者の負担・手間を軽減するため、切手を貼付し

た返信用封筒を同封した。 

 

送付にあたっては、本市国際課及び区政推進課（外国人相談窓口所管課）へ対象者から問

い合わせがあった場合の協力を依頼した。 
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②訪問調査 

アンケート調査に回答のなかった 18 名の児童生徒については、必要に応じて出入国在

留管理局へ出入国記録の照会を行い、家庭訪問を実施した。 

アンケート調査に対する回答がなく、学務課職員が家庭訪問を複数回行っても応答のな

い家庭については、本市子育て支援センターに協力を依頼し、児童生徒の安否確認とい

う観点から家庭訪問を行ってもらった。 

 

<アンケート送付結果>詳細は参考資料参照 

回答あり：37 名／55 名中 

回答なし：18 名／55 名中 

 入管照会により海外出国済み：7 名 

訪問調査による確認：10 名 

その他：1 名 

 

③その他 

区民課等、住民異動届出を受け付ける本市の課・機関に対し、外国籍の学齢児童生徒の住

民異動があった場合は、必ずその場で学務課に連絡するよう依頼し、就学に関する案内

を漏れなく行うことができるようにした。 

 

【主担当】 

学務課職員 

 

【予算】 

令和２年度にアンケート調査票及び就学案内について外国語版を作成するため翻訳を 

依頼し、翻訳者に謝礼を支払った。 

 

【財源】 

相模原市独自予算 支出総額：36,000 円 

 

 

 

 



12 

 

■成果・今後の方針 

出入国記録の照会により国内に居住していることが確認できていながら、複数回家庭訪

問を行っても応答のない家庭への対応が難しかった。 

 

今回は相模原市他機関に協力を依頼することで解決を試み、就学先が不明であった全て

の学齢児童生徒について、就学先を把握することができた。 

今後も同様のケースは発生すると考えられる。 

 

本市に居住の実態があるものの不就学となる学齢児童生徒が生じないようにするため、

次のとおり対応する。 

 

①市外（海外を含む）からの転入者については、住民登録窓口から学務課へ連絡してもら

うことにより、その場で就学案内及び就学先の聞き取りを行う。 

 

②新１年生のうち、入学の時期が近づいても市立小中学校への就学手続きがされない児

童生徒については、就学状況を尋ねるアンケート調査を実施し、回答がない場合は出入

国記録の照会や家庭訪問の実施により就学先の把握に努める。 
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1　対象

　住民登録のある外国人の子どものうち就学状況が不明だった者

相当学年 人数

小学校１年 8

小学校２年 7

小学校３年 5

小学校４年 7

小学校５年 2

小学校６年 6

中学校１年 8

中学校２年 5

中学校３年 7

合計 55

２　調査結果

アンケート 入管照会 訪問 その他

1 7 7

2 8 2 10

3 6 6

4 23 7 30

5 1 1

6 1 1

37 7 10 1 55合　　計

人数

就学先等
合計

回答を得た調査内容

調査時点で市立中学校への就学手続
き中

調査により市立小学校への就学手続
き完了

令和３年度　外国人の子どもの就学状況調査　集計結果

海外出国済

海外の学校

国内の私立学校

国内のインターナショナルスクール

■参考資料（令和 3 年度 外国人の子どもの就学状況調査 集計結果） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



14 

 

■参考資料（就学状況調査票 在学年用） 
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■参考資料（就学状況調査票 小学校・義務教育学校新 1 年生用） 
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■参考資料（就学状況調査票 在学年用 英語版） 
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■参考資料（就学状況調査票 小学校・義務教育学校新 1 年生用 英語版） 
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可児市教育委員会 
 
 
 

取組内容 

 
不就学０（ゼロ）に向けた取組 

 

 

  



19 

 

■概要 

不就学０（ゼロ）に向けた取組について、 

 

①：住民登録担当課（市民課）・多文化共生担当課（人づくり課）との連携 

②：就学に向けた積極的なアプローチ 

③：ステップを踏まえた編入学 

④：通訳サポーターの配置 

⑤：フレビア（ＮＰＯ法人可児市国際交流協会）との連携 

 

の 5 点の取組を中心に実施。 

 

 

■実施のきっかけ 

「不就学ゼロ」を目指して平成１７（２００５）年に開設した「ばら教室ＫＡＮＩ」に、

当初から外国籍児童生徒コーディネーターを配置して取組を行っている。 
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■取組詳細 

・児童福祉担当課（こども課）や可児市国際交流協会（ＮＰＯ法人）などの関係機関から

不就学の子どもについての情報が教育委員会に入ると、学校教育課の学籍担当者が「外

国籍児童生徒コーディネーター」に連絡。 

 

・外国籍児童生徒コーディネーターと母語が分かる初期適応指導教室「ばら教室ＫＡＮ

Ｉ（以下ばら教室）」の学習指導員が家庭訪問し、保護者と子どもに対してばら教室での

指導や指定学校での支援体制（いわゆる「特別の教育課程」による日本語指導や学習指導

等）、学ぶことの大切さなどを説明して就学を勧める（在留資格を確認し、帰国又は母国

の学校や外国人学校への入学等の意思を確認する場合もある）。金銭面での不安に起因し

ている場合は、就学援助制度についても説明する。 

 

・家庭訪問後にも手続きをしない場合は、繰り返し家庭訪問をして就学を強く勧める。 

 

・次年度就学年齢になる子どもに対しては、すべての家庭に就学案内の文書を郵送し、就

学願の提出を求める。 

 

・手続きをしない場合は、各小学校の就学時健診に間に合うように上記の外国籍児童生

徒コーディネーターによる家庭訪問を行って就学案内をする。 

 

・乳幼児の情報をもっている児童福祉担当課（こども課）からの兄弟姉妹に関する情報や

外国籍市民のコミュニティと密接な関係にある可児市国際交流協会（ＮＰＯ法人）等か

らの情報によって不就学の状況を把握し、可児市として掲げる「不就学ゼロ」の具現に努

めている。 

なお、個別の対応であるため周知等はしていない。 

 

【予算・財源】 

・外国籍児童生徒コーディネーター１名（市の会計年度任用職員） 

・文部科学省「帰国・外国人児童生徒教育の推進支援事業」（補助事業）－Ⅱ 

外国人の子供の就学促進事業の補助金を給与の３分の１に充てている。 

 

【主な担当者】 

外国籍児童生徒コーディネーター１名（ばら教室ＫＡＮＩ学習指導員兼務） 
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■成果・今後の方針 

【成果】 

①：住民登録担当課（市民課）・多文化共生担当課（人づくり課）との連携 

②：就学に向けた積極的なアプローチ 

→積極的な就学促進を行い、確認がとれないままにしないことにより就学漏れを防いで

いる。 

 

③：ステップを踏まえた編入学 

④：通訳サポーターの配置 

→細かな指導・支援が、日本語の定着とともに学力の向上につながっている。 

 

⑤：フレビア（ＮＰＯ法人可児市国際交流協会）との連携 

→民間との連携により、外国籍児童生徒の居場所を保障し、さらに学校からのドロップア

ウトを防いでいる。 

 

以上のように、それぞれの取組の結果、不就学を未然に防いだり、年度途中に入国した就

学年齢の子どもの学習機会を確保したりすることができている。 

 

【課題】 

可児市に住民票を残して「みなし再入国許可による出国」をした子どもが再入国した場

合、住民登録担当課（市民課）での手続きを行わないケースがあるため、出国前に在籍し

ていた学校に保護者が帰国の連絡をしないと一時的に不就学の状態になっていることが

ある。 

 

【今後の方針】 

今後も「不就学ゼロ」を目指して関係機関との連携を密にする。 
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■参考：ばら教室ＫＡＮＩ 
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浜松市教育委員会 
 
 

 

取組内容 

 
プレスクールの実施について 

翻訳機の導入について 
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①プレスクールの実施について 

■概要 

日本語が分からない、幼稚園や保育園の就園をしておらず、初めて日本の小学校に入る

子供とその保護者に対し、プレスクールを実施。 

学校生活を知る体験活動や、保護者の心構えについての講義を行うことで、子供、保護者

の日本の学校への入学に対する不安を解消し学校生活への適応を図るための取り組み。 

 

 

■実施のきっかけ 

未就園の子供や日本語が分からない外国人の子供たちが、入学後なかなか学校生活に適

応できない現状があったため、子供たちや保護者が安心して入学を迎えることができる

ようにするため実施することとした。 

 

 

■取組詳細 

【実施概要】 

1 月から 3 月の毎週土曜日の午前中に開催。 

8 回の初期適応指導プログラムを実施。 

参加者は 25 人（令和 3 年度）。 

言語別に 3 クラスに分かれ、少人数指導を行う。 

また、子供たちの指導の時間に別室で、保護者対象の講義を実施している。 

※新型コロナ感染症拡大の影響から、初年度は 8 回のところ 4 回の実施。 

令和２年度は 8 回すべてのプログラムを実施。 

 

【周知方法】 

例年 8 月から 9 月初旬にかけて、新入学に該当する全戸へ教育総務課就学グループから

「外国人児童の新入学申し立て案内」を送付。 

申し立ての際、就学ガイダンスを行う中で、プレスクール対象となる子供や保護者には、

プレスクールの目的や内容を説明し、参加申込書を記入いただく。 

 

開催 1 か月前：参加者へ保護者宛の開講式の参加案内を送付。 

開催 1 週間前：電話にて直接参加確認。 
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を行うことで、出席予定の状況を確実に把握している。 

 

【予算・財源】 

浜松市予算 

（帰国・外国人児童生徒等に対するきめ細かな支援事業による補助） 

 

【主な担当者】 

特定非営利活動法人 日本語・日本文化研究会へ業務委託 

 

 

■成果 

活動を通して、集団での適応の様子がわかり、入学先の小学校に子供の状況や配慮事項

についての情報を提供することができる。また、プレスクール開始前に簡易的な語彙チ

ェックを実施し、入学後に再び語彙チェックを行ったところ、個人差はあるが語彙力の

向上が見られた。 
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②翻訳機の導入について 

■概要 

双方向 AI 通訳機（ポケトーク）を希望する学校に貸与した取組。 

 

 

■実施のきっかけ 

学校への編入・転入児童生徒の多国籍化が進んでいる。 

派遣できるバイリンガルに限りがあるため、支援者がいない場合にも学校が対応できる

ようポケトークを購入し、必要とする学校に配備することとした。 

 

 

■取組詳細 

令和 3 年 8 月から希望する全ての学校に配備。 

 

【予算・財源】 

浜松市予算（ただし、付属消耗品費：帰国・外国人児童生徒等に対するきめ細かな支援事

業による補助） 

 

 

■成果 

日本語の分からない児童生徒との日常のコミュニケーションツールとなっている。また、

バイリンガル支援者がいない時間帯にも待たせることなく、保護者対応を行うことがで

きた。 

 

（プレスクールの実施・翻訳機の導入について：共通） 

■今後の方針 

新規事業として、令和 4 年 4 月に、中学生を対象とした「初期日本語指導拠点校（以下

拠点校）」を開設予定。 

中学生の年齢で編入する“日本語がわからない”“初めて日本の中学校に入る”生徒を対象

として初期日本語指導を 10 週間実施。 

学校生活適応に必要な日本語や文法など日本語の基礎を学び、在籍校への適応を図る。 
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⚫ 参考資料 

プレスクール案内 
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佐賀市教育委員会 
 
 
 

 

 

取組内容 

 

プレスクールの実施について 
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■概要 

小学校入学前の幼児や保護者を対象として実施。 

 

 

■実施のきっかけ 

令和２年度に、令和３年度小学校入学予定の幼児のうち日本語指導が必要な幼児及びそ

の保護者を対象に、就学ガイダンスを令和２年 12 月に実施（実施当時はプレスクールと

呼称）。 

 

令和３年度は、佐賀市国際交流協会と連携し、令和３年 12 月 12 日に「きかせてよおか

あさん」という佐賀在住の外国籍の保護者の会合に学校教育課も参加した。 

 

 

■取組詳細 

【実態把握】 

佐賀市保育幼稚園課の、令和４年度入学予定の日本語指導が必要な児童についての調査

を受け、日本語指導が必要と思われる児童を把握。 

 

【周知方法】 

就学時健康診断にて、日本語が必要な幼児及び保護者に、日本語指導についての説明と

「きかせてよおかあさん」への案内を配布。 

チラシ作成は、佐賀市国際交流協会が行った。 

佐賀市国際交流協会からは、電話連絡等を通して参加の呼びかけを実施。 

 

【実施概要】 

12 月開催の「きかせてよおかあさん」は、外国籍の保護者同士のつながりをもつことが

ねらい。 

令和４年度小学校入学予定の幼児及び保護者にも参加を呼びかけ、学校の概要や入学ま

でに準備をするものなどについて説明を実施し、保護者同士の交流の場を設置。 

幼児及び児童に対しては共遊の時間を設け、日本語指導を行っている講師による日本語

能力チェック等を実施。 
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【主担当】 

佐賀市国際交流協会、佐賀市教育委員会学校教育課 

 

【連携している関係団体】 

佐賀市国際交流協会、かすたねっと、佐賀市保育幼稚園課 

 

 

■成果・今後の方針 

【成果】 

佐賀市における令和 4 年度入学児童のうち日本語指導が必要とみられる幼児は１名だっ

たが、保護者（母）が外国籍のため、日本の小学校の様子や準備するものなどについて、

真剣に説明を聞いている様子が見られた。 

 

特に入学式の時の服装等、全くご存知なく、子どもはもちろんのこと親の服装などにつ

いても、他の参加者（外国籍保護者）に尋ねたりすることや、インターネット検索を利用

したりして、理解を進めていた。 

 

【課題・改善策】 

日本語指導が必要と思われる児童の把握 

⇒園と連携することにより現在では改善 

 

【今後の方針】 

令和３年３月には、令和４年度小学校に入学する幼児及び保護者に対して、入学予定の

小学校にて体験入学を行う予定。 
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幸田町教育委員会 
 
 
 

取組内容 

 
プレスクールの実施について 
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■概要 

就学前（４歳・５歳児）の、外国にルーツをもつ子どもに対して、文化や日本語を学びス

ムーズな日常生活がおくれるようにすること、またその際に保護者の方に情報提供を実

施。 

 

小学校入学後１年生、２年生を対象に、子どもが日常生活で必要な力や日本語の上達支

援、保護者への情報提供を実施。 

 

 

■実施のきっかけ 

未就学児については令和２年度から実施。 

外国籍住民が年々増加しているが、子どもに対しての日本語教室等がなかったことから

事業を開始。 

事業の参加者から継続的に事業を行ってほしいとの意見があったため、令和３年度から

は小学校低学年に対しても事業を実施。 

 

 

■取組詳細 

①就学前（４、５歳児）の外国にルーツをもつ子どもに対する取り組み 

2 月 6 日、13 日、20 日、27 日の計 4 回実施。 

会場：さくら会館 

 

②小学校入学後１、２年生を対象とした取り組み 

今年度から 1 年に６回の日本語教室を実施。 

会場：こうた町家をむすびサロン 

参加者の国籍：フィリピン５名、ブラジル２名、ペルー１名 

参加者の学年：１年生４名 ２年生４名 

 

1 回目：8 月 21 日 

(内容)保護者への概要説明、子どもの語彙力調査、漢字・ひらがな・数字 

(参加人数)7 名 
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2 回目：10 月 31 日 

(内容) 漢字・ひらがな・数字、絵本の読み聞かせ 

(参加人数)7 名 

 

3 回目：11 月 28 日 

(内容)漢字・ひらがな・数字、かるたを使った読み書きの練習、絵本の読み聞かせ 

(参加人数)5 名 

 

4 回目：12 月 12 日 

(内容)漢字・ひらがな・数字、かるたを使った読み書きの練習、絵本の読み聞かせ 

(参加人数)5 名 

 

5 回目：12 月 26 日 

(内容) 読み聞かせ、ホットケーキの作りかた 

(参加人数)6 名 

 

6 回目：1 月 30 日 

(内容)まとめ、修了式 

(参加人数)5 名 

 

【広報】 

町の広報にも記載し周知するだけではなく、対象になる子供が在籍する学校にチラシを

配布し、校内の日本語教室の先生からも声をかけていただいた。 

未就学児に関しては、在籍している町内保育園からチラシを配布している。 

 

【予算・財源】 

令和３年度予算は、企画政策課で 500,000 円。 

事業費の１/２は愛知県地域日本語教育推進補助金を活用している。 

 

【主担当】 

企画政策課が主体となり実施し、ＮＰＯ法人トルシーダに委託している。 
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■成果・今後の方針 

【成果】 

昨年プレスクールで学んだ園児が今年小学生としての生活が始まり、日本の学校につい

て理解した上で安心して、入学し、小学校で学習を進めることができた。 

 

【課題・改善策】 

日本語が通じない保護者の方への連絡や事業の周知。 

⇒学校や保育園を通じて案内した。 

 

【今後の方針】 

今後も就学前（４，５歳児）の外国にルーツをもつ子どもに対して、文化や日本語を学び

スムーズな日常生活がおくれるようにすること、またその際に保護者の方に情報提供を

行う取り組みを続ける。 

 

また、小学校入学後１，２年生を対象に日本語教室を行い、子どもの日常生活での必要な

力や日本語の上達支援や保護者への情報提供を行う取り組みを続ける。 
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■参考資料（ちらし） 
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津市教育委員会 
 
 
 

 

取組内容 

 

就学ガイダンスの実施について 

就学前日本語教室の実施について 
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①就学ガイダンスの実施について 

■概要 

小学校を会場にし、小学校生活に関する話や就学援助についての話、学校の施設見学を

行う取り組み。 

 

 

■実施のきっかけ 

日本の学校を経験したことがない外国につながる保護者が安心して子供を入学させるこ

とができるように平成 22 年度より開始。 

実際の小学校の施設を見学しながら日本の学校についての説明に変更したのは平成 29

年度から。小学校の子どもをもつ外国につながる保護者から話を聞かせてもらったり質

問したりする時間も設定した。 

 

 

■取組詳細 

以前は公用施設を会場に実施していた就学ガイダンスを、数年前から小学校を会場に実

施するように変更した。現在は外国につながる子どもが集住する地域の小学校２校を交

代に会場として実施している。 

 

【周知方法】 

学校教育課が次年度入学予定者に就学案内を送付する際、“就学ガイダンス”“の案内チラ

シを同封して送付することによって、確実に周知することが可能となった。 

案内チラシを同封する場合、保護者の言語別に合わせて、母語でのチラシを届けている。 

それ以外にもＨＰや教会等への周知を行い、不就学を防ぐ取組を行っている。 

担当指導主事が保育園長会、幼稚園長会に出向いたり、実行委員会のメンバーからそれ

ぞれの国のコミュニティーを通じて周知している。 

 

また、“就学ガイダンス”で使用する「日本の教育制度」の資料について、多言語版を作成

し活用している。就学届、就学援助等の書類についても翻訳版を作成している。 

 

【主な担当者・関係団体】 

官民協働の実行委員会形式をとっているが、事務局として教育委員会事務局人権教育課

が実務的な部分を担っている。 
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民間団体としてはエスペランサ、日本ボリビア人協会、高茶屋日本語教室「がんばる会」、

津市市民交流課、子育て推進課、学校教育課、人権教育課で構成。 

また、アドバイザーとして三重大学にも参画していただいている。 

 

【予算・財源】 

国、県の補助事業を活用している。 

（帰国・外国人児童生徒等に対するきめ細かな支援事業） 

報償費：講師謝金（通訳者、支援ボランティア、先輩からのセッセージ講師） 

消耗品費：事務用消耗品 
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②就学前日本語教室の実施について 

■概要 

年度末に就学前日本語教室「つむぎ」で、ひらがなの読みを勉強したり、掃除などの学校

体験をしたりしている。その際、保護者向けの就学ガイダンスも行い、安心して小学校へ

入学してもらえるようにする取り組み。 

 

 

■実施のきっかけ 

令和元年度より、就学前の子どもが学校で使う日本語に出会ったり、学校生活の経験を

したりすることで、安心して入学することができることをねらい開室した。 

 

 

■取組詳細 

昨年度より、就学前日本語教室「つむぎ」を開室し、本年度もカリキュラムの見直しを行

い、さらに充実した形で実施している。 

 

【予算・財源】 

国、県の補助事業を活用している。 

（帰国・外国人児童生徒等に対するきめ細かな支援事業） 

報償費：講師謝金（指導者、コーディネーター、支援ボランティア、アドバイザー） 

消耗品費：指導教材作成消耗品 
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■成果・今後の方針 

【成果】 

保護者から「日本の学校と母国の学校との違いがよくわかりました。入学する前に知る

ことが出来てよかったです。」「安心して学校に行かせることができます。」「子どもが学

校に行くことが楽しみだと言っています。」などの声をいただいている。 

また、「つむぎ」で学んだ子どもたちの姿を追跡調査として入学後、学校に参観に行った

際、「やったことある」と嬉しそうに挙手する姿が見られた。 

 

【課題】 

本年度は新型コロナウイルス感染症の拡大状況を踏まえながら実施を決定する必要があ

ったため、間際まで実施できるか迷うことがあった。 

また、「つむぎ」については感染拡大のため、予定していた８回中６回分が中止になり、

カリキュラムの見直しを行い、特に必要なことに絞りながらの実施となった。来年度は

さらに別の地域でもう１教室拡大していく予定のため、指導者の拡大が課題である。 

 

【今後の方針】 

外国につながる子どもの就学促進に関しては、他課や関係団体との連携が必須であると

考える。本課が実施している不就学の家庭訪問についても他課と連携しながら実施し、

不就学ゼロを持続している。これまで実施してきたように今後も他課や関係団体との連

携や、不就学の家庭訪問や就学ガイダンス等、系統的な取り組みを持続していく。 
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■参考資料 令和３年度 就学前日本語教室「つむぎ」の様子（津市） 
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神戸市教育委員会 
 
 
 

取組内容 

 
日本語学習デジタルコンテンツの開発・作成について 
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■概要 

日本語指導が必要な児童生徒の家庭学習を支援するため、GIGA スクール構想により所

持する PC 端末を活用して自主学習ができる学習教材を、兵庫教育大学との共同研究に

より作成する。 

 

 

■実施のきっかけ 

令和 2 年 10 月頃より、GIGA スクール構想下における、外国人児童生徒等への学習支援

の在り方として検討を開始した。 

 

 

■取組詳細 

兵庫教育大学との共同研究契約を締結し、双方より研究担当者が参加している。 

来日から間もない児童生徒に対し、初級準備段階の日本語から対応できるコンテンツを

開発中である。 

教材内容は、３分程度の動画とし「話す」「読む」「書く」「聴く」の技能に基礎レベルか

ら対応するもの。 

 

【主担当】 

神戸市教育委員会事務局： 

学校教育課指導主事（内１名を兵庫教育大学へ研究員として派遣） 

学校教育課担当係長（こども日本語サポートひろば） 

兵庫教育大学教員養成・研修高度化センター： 

助教、プロジェクト研究員 

 

【予算・財源】 

共同研究経費として 3,828,000 円を計上。 

文部科学省の帰国・外国人児童生徒等教育の推進支援事業 （帰国・外国人児童生徒等に

対するきめ細かな支援事業）の補助を活用。 
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■成果・今後の方針 

【成果】 

学識者との共同研究により、理論と実践の往還としての実践成果を感じている。 

 

【課題・改善策】 

コロナ禍による作業スケジュールの度重なる変更が発生した。 

⇒オンライン等による臨時的な協議調整により対応。 

 

【今後の方針】 

（現況をお教えください）令和 4 年 2 月中のデジタルコンテンツ完成に向け、現在も制

作中（令和 4 年 1 月現在）。 

完成後は、兵庫教育大学のホームページから容易に利用できるよう公開予定である。 

 

外国人児童生徒の母語による会話が可能な留学生ボランティアを活用した、以下の２事

業を計画している。 

① GIGA 端末とデジタルコンテンツを使った児童生徒の自習（日本語学習）を支援。 

② 来日後、母語によるコミュニケーション不足により不安感が強くなっている児童生

徒に対し、母語・母文化を通じた交流により児童生徒の心情への寄り添いを行う。 
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掛川市教育委員会 
 
 

 

取組内容 

 
3 市運営の日本語初期指導教室の取組について 

巡回訪問・外国人児童生徒支援室について 
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① 3 市運営の日本語初期指導教室の取組 

■概要 

ＮＰＯ法人静岡県教育フォーラム「虹の架け橋」菊川・小笠教室は国からの補助金をもと

に、菊川市・掛川市・御前崎市が在籍児童生徒数に応じて運営費用を按分し、共同運営し

ている。 

 

 

 

■実施のきっかけ 

平成 27 年度まで国と県の補助金を受けて、掛川市、菊川市、御前崎市の３市で運営。 

平成 28 年度からは県の補助金が無くなり、運営委託料のうち、３分の１を国が、残り３

分の２を３市で按分して現在の形で運営している。 

 

 

 

■取組詳細 

令和３年度は「虹の架け橋」と連絡をとる中、学習面で心配される表れがあった児童が在

籍しており、学校教育課の職員が授業を参観し、学習の様子を入学予定先の小学校に情

報共有を行った。 

 

他には日本国籍をもちながら海外で育った生徒についても、市内の中学校に籍を置きな

がら虹の架け橋で日本語指導を受けたケースがあった。週に１回程度日本の中学校に通

い、入学後の生活に慣れる機会を作り、スムーズな移行ができるように努めた。 

 

外国人児童生徒が掛川市に転入する際には、市民課での手続きの際に学校教育課まで案

内を行い、必要に応じて日本語初期指導教室について案内をしている。保護者や本人が

希望する場合には、その場で虹の架け橋に連絡し初回の面談に繋げる等、参加しやすい

よう工夫をしている。 

 

【関係団体】 

NPO 法人静岡県教育フォーラム『虹の架け橋』菊川・小笠教室 

日本語初期指導を委託 
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小笠地区定住外国人児童生徒就学促進連絡協議会 

 事務局である菊川市を中心に３市で協議会を設置し、虹の架け橋における指導や、初

期指導教室の運営について定期的に協議を行う。 

 

【予算・財源】 

令和３年度分の総経費 22,663,574 円 

 国庫補助金 7,291,000 円「教育支援体制整備事業費補助金（帰国・外国人児童生徒

等教育の推進支援事業）」（全体の三分の一） 

 菊川市 7,074,721 円 

 掛川市 6,086,603 円 

 御前崎市 2,214,250 円 （三分の二を在籍生徒数に応じて三市で按分） 

 

【主な担当者】 

菊川市・掛川市・御前崎市の三市の教育委員会と「虹の架け橋」の職員が協議し運営。 

協議会には、三市から指導主事や行政職員等が参加している。 

 

 

■成果 

日本語初期指導を行うことで、生活言語や教室で頻繁に使用する日本語についての理解

が進むため、学校の授業においてスムーズな移行が見られる。 

 

 

②巡回訪問・外国人児童生徒支援室 

■概要 

(1)巡回訪問 

外国人児童生徒が多く在籍している学校には、掛川市で独自に任用している外国人児童

生徒支援員が巡回訪問を行う。 

 

(2)外国人児童生徒支援室 

掛川市教育センターには外国人児童生徒支援室を設置しており、平日の 14 時から 17 時

には支援員が勤務し、外国人児童生徒や保護者の相談、文書の翻訳、日本語の学習支援等

をしている。支援室は学校に関係なく、誰でも相談が可能。 
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■実施のきっかけ 

市内で増加する外国人児童生徒に対応するため、平成 23 年１月に掛川市教育センター

に外国人児童生徒支援室を開設し、支援員による学校に出向いての個別支援や、通訳・翻

訳などを充実させた。外国人支援員は３名から始まり、平成 27 年度に４名、令和２年度

に５名と、増員して対応している。 

 

 

■取組詳細 

(1)巡回訪問 

基本的な訪問スケジュールを作成し、それに沿って勤務。生徒指導事案の解決や進路に

関わる急な三者面談、その他、突発的な事案に対しては、勤務を振り替えながら柔軟に対

応を行う。 

 

(2)外国人児童生徒支援室 

外国人相談 Week を年間に３回設定し、夏休み期間中には外国人学習 Day を４日間設定

した。相談 Week１は学習や学校生活全般の相談を主とし、相談 Week２は主に中学生対

象の進路相談、相談 Week３は園児を対象とした小学校生活の説明と相談という内容で

実施した。夏季学習 Day は児童生徒が夏休みの宿題を持参し、支援員と指導主事で相談

にのりながら学習を進めた。 

 

なお、外国人相談 Week や夏季集中学習 Day については日本語、英語、ポルトガル語、

フィリピノ語の案内を作成し、市内小中学校に通知し、外国人児童生徒に配布した。相談

Week の 3 回目は市内の公立だけでなく私立も含めた全ての幼保園、こども園に通知し、

外国人園児保護者に開催案内を配布した。 

 

学期末の保護者面談の時期等、派遣依頼が重なり、外国人支援室の支援員だけでは足り

ない時は NPO 法人掛川国際交流センターに協力を依頼している。通訳の臨時派遣で対応

をしている。 

 

【予算・財源】 

外国人児童生徒支援員（５名分 市の単独予算） 

 給与 5,727,000 円  
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 交通費 802,000 円 

 保険料 130,000 円 

 その他臨時の通訳費として 90,000 円 

 

【主な担当者】 

担当指導主事 

外国人児童生徒支援員の勤務の割り振り、勤務時間や業務内容の確認を行う。 

 

 

■成果  

令和３年度は外国人相談 Week は 27 名、夏季集中学習 Day は 38 名の申し込みがあっ

た。 

夏季集中学習 Day では４日間続けて通う児童も見られた。学習 Day を通して学習内容

を振り返り、理解できたという声が聞かれた。 

相談 Week での個別面談を通して、個々の児童生徒の悩みを聞き対応することができた。

また、面談後の巡回訪問でも特に支援を必要とする児童生徒には支援員が継続的に関わ

り、学校での様子を確認することができている。 

 

 

 

(3 市運営の日本語初期指導教室の取組、巡回訪問・外国人児童生徒支援室:共通） 

■今後の方針 

【課題】 

各校への巡回訪問や相談 Week での支援員派遣要請は多いが、平日の外国人支援室への

相談の数は多くないため、困っている人は誰でも相談できるということを広報する必要

があると考える。 

 

【今後の方針】 

学齢期の外国人については、外国人学校か市立小中学校または特別支援学校のどこに通

うのか現在は全て確認できている。その中で、実際に学校に通う中で出てきた困りごと

や保護者の悩み等に対応するために、学校に関係なく相談できる外国人支援室について

広報していくことを検討中。 
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■参考資料（外国人支援室案内） 
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■参考資料（夏季集中学習 Day 案内） 
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■参考資料（外国人児童生徒支援室相談 WEEK 案内） 
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■参考資料（掛川市園児等相談 week 案内） 

 


